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令和４・５年度後期高齢者医療保険料率の算定案について 

 

後期高齢者医療制度の保険料は、２年ごとに見直すこととなっており、東京都後期高齢

者医療広域連合から別紙のとおり、現段階における令和４・５年度の保険料率算定案が示

された。 

  今後、診療報酬の改定状況や保険料率の増加を一定程度抑制するための措置などを踏ま

えて協議を重ね、最終的には東京都後期高齢者医療広域連合議会において、保険料率を決

定していく。 

 

１ 算定における設定条件 

（１）厚生労働省通知により、後期高齢者負担率を 11.77％とした。 

（２）平均被保険者数は、令和４年度は 1,664 千人、令和５年度は 1,730 千人と推計してい

る。 

（３）一人当たり医療給付費の伸び率は年 0.78％と推計している。 

（４）調整交付金算定に用いる所得係数は、「1.59」と推定した。このため、均等割額と所

得割額の比率は「38.61：61.39」としている。 

（５）被保険者の所得の伸び率は、令和３年６月の確定賦課時点の所得を基とし「－1.20％」

と見込んでいる。 

（６）令和４年度後半からの窓口２割負担の施行に伴う影響については、現時点では見込ん

でいない。 

 

２ 剰余金について 

令和２・３年度決算に見込まれる剰余金 180 億円については、後期高齢者医療保険料率

の上昇を抑制するため活用する。 

 

３ 令和４・５年度保険料率算定案 

  上記の考え方をもとに、東京都後期高齢者医療広域連合が現段階での保険料率算定案を

示した。（東京都後期高齢者医療広域連合 資料：別紙） 

  現在示されている算定案では、財政安定化基金拠出金を除く、審査支払手数料など３項

目と、所得割額軽減策について、区市町村の一般財源を投入する保険料軽減策の実施を前

提として算定されており、さらに、厚生労働省通知による後期高齢者負担率 11.77％等を

考慮したものである。 



 

４ 保険料算定の基礎となる数値（「東京都後期高齢者医療広域連合」による試算） 

  ４年度 ５年度 平均 

年度平均被保険者数 １,６６４千人 １,７３０千人 １,６９７千人 

一人当たり医療給付費  ８８３,１５１円   ８９０，０４０円  

（単位：百万円） 

 ４年度 ５年度 合計 

 

 

費 

 

用 

 

医療給付費 １,４６９，５６３ １，５３９,７６９ ３，００９，３３２ 

葬祭費 ４，２３６ ４，４０４ ８，６４０ 

審査支払手数料 ３，４６９ ３，６１２ ７，０８１ 

財政安定化基金拠出金（0％） ０ ０ ０ 

特別高額医療費共同事業拠出金 ７９７ ９３１ １，７２８ 

保健事業費（健康診査委託料） ５，４９６ ５，８１９ １１，３１５ 

保険事業と介護予防の一体的実施 １，１８８ １，６３５ ２，８２３ 

費用合計① ３，０４０，９１９ 

 

 

 

 

 

収 

 

入 

 

 

国 

療養給付費負担金 ３２６，０９６ ３４１，６７５ ６６７，７７１ 

高額医療費負担金 ８，５１６ ９，２８２ １７，７９８ 

普通調整交付金 ５６，２８７ ６０，３０５ １１６，５９２ 

健康診査補助金 １，６４１ １，７３７ ３，３７８ 

一体的実施補助金 ７９２ １，０９０ １，８８２ 

 

都 

療養給付費負担金 １０８，６９９ １１３，８９２ ２２２，５９１ 

高額医療費負担金 ８，５１６ ９，２８２ １７，７９８ 

健康診査補助金 １，６４１ １，７３７ ３，３７８ 

区

市

町

村 

療養給付費負担金 １０８，６９９ １１３，８９２ ２２２，５９１ 

葬祭費負担金 ４，２３６ ４，４０４ ８，６４０ 

審査支払手数料負担金 ３，４６９ ３，６１２ ７，０８１ 

財政安定化基金負担金（0％） ０ ０ ０ 

後期高齢者交付金 ６４４，４０３ ６７５,１８９ １，３１９，５９２ 

特別高額医療費共同事業交付金 ７９７ ９３１ １，７２８ 

剰余金 ９,０００ ９,０００ １８，０００ 

収入合計② ２，６２８，８２０ 

保険料収納必要額（①－②） ４１２，０９９ 

 


